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鈴木恒男
　ここ数年、わが国のコーポレート・ガバナンス（企業統治）の論議も、
法学、経営学の分野で大きな高まりを見せた。しかし、その内容は続発す
る企業不祥事への対症療法に偏り、また比較する欧米の制度についても、
表層的な見解が少なくなかったと言える。そして短兵急な「グローバル・
スタンダード」論や、わが国では学術研究の層が薄くなったドィッにっい
てはもちろん、アメリカの制度についても、十分な実態把握がなされない
まま、先を急いだ感を拭うことは出来ない。
　こうした現実を背景として本書を読むと、わが国の企業統治研究に、新
たな一石を投じた業績として高く評価することが出来る。今企業統治につ
いてさらなる研究として求められるのは、第一に、基本的な視点に立返っ
た分析や概念の評価比較、第二に、各国の現状と問題についての現実的な
分析と整理、第三に、わが国の特性とその評価ならびに将来の構築の間題
であると、思う。
　本書は、正にこうした論点に立脚した共同研究としてまとめられたもの
である。第1部「国際比較の視点」では、企業概念、所有権理論、アカウ
ンタビリティ、経済・社会システムでの国際比較という、企業統治研究の
いわば基本に立返った分析が行われている。第2部「各国の問題状況」で
は、アメリカ、イギリス、ドイツ、フランスなどについて、いくつかのテー
マに絞られた分析が行われる。第3部「日本の企業統治」は、わが国の企
業統治改革の基盤作りと提言、目本型企業統治の再評価がとりあげられる。
特に後者では多くの企業不祥事が、没倫理的経営者の輩出によるもので、
その要因に、現代目本の家庭・学校教育、特に「教養なき専門人」「志なき
専門人」を生み出している目本の大学教育にまで鋭い矛先を向ける。こう
した社会的メカニズムとの関連での企業統治論の展開を、今後のわが国社
会に、極めて的確な課題を提示するものとして、高く評価したい。
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〈編集後記〉
　ようやく目次（表表紙と裏表紙）の原稿を印刷屋さんにお送りし、『白鶏
大学論集』第15巻第1号の刊行が予定通り行なわれる運びとなりました。
　本号には9名の執筆者による11編の論考を掲載することができました。
ご多用中の所貴重な論考を執筆・投稿して下さった執筆者各位のご努力と
ご苦労とに対しまして、経営学部論集委員会を代表し、心より深謝するも
のであります。
　本号の編集に際しましては、締切日の約半月前に4本の論考が入稿し、
その論考に関しては4回の校正作業を行なうことができました。締切日ま
でに更に3本が入稿し、締切日を遅延した投稿は4本に過ぎず、最も遅延
した入稿は7月末日でありました。かつての「遅れるのは当たり前」とい
う悪しき慣行がかなりの程度改善されてきたことは誠に喜ばしい限りであ
ります。
　当論集編集委員会が論考投稿の遅延を可能な限り回避したいと考えてい
る理由を以下に簡潔に記し、白鴎大学論集委員会会員各位に充分なご理解
と今後の締切日厳守にご協力を賜りたいことをお願い申し上げたく存じま
す。
　締切日厳守は、締切日を順守して投稿された会員の知的所有権を守るこ
とをその目的としています。大学に所属する研究者は、それぞれの専門領
域に於いて、「知的発見への一番乗り」を目指して日々努力を重ねています。
something　newのinitial　statementの座を競いあう知的ゲームの参加者で
ある研究者の中で、initial　statementの発表者はその栄誉を讃えられると
ともにきちんと保護されなければなりません。締切日を著しく遅れた投稿
は・研究紀要の刊行を遅らす・結果として締切日を順守した研究者の当然
の権利と名誉とを侵害する高い可能性があると言わねばなりません。今後
とも会員各位の一層の締切日順守をお願いするものであります。
　経済的成果の測定や生産性向上、コスト削減等の観念から原則無縁で
あった地方自治体に於いても、政策の費用対効果が厳しく問われ始め、「政
策評価のスキーム」の必要性が声高に叫ばれるようになりました。同様に
大学においてもその活動成果である教育品質と研究品質が昨今本格的に問
題とされるようになってまいりました。大学の教育品質は、卒業生品質と
いう紛れのない尺度がありますが研究品質の測定は中々難しいことが現実
でありましょう。しかしながら、大学の研究紀要に掲載される論考の質お
よび量は当該大学の研究品質の近似値を表すこともまた事実と思われます。
　一定額の研究費（欲をいえばきりがありませんが）と1年の3分の2近
くの潤沢な研究時間、研究室という年中利用可能な個室、図書館という研
究資源（research　resources）を与えられている私達大学教員にとり、研
究成果を公表することは固有の権利であるとともに当然の義務でもあるこ
とは多言を要さない真実でありましょう。本論集での研究成果の公表活動
が今後一層盛んになることを心から希望しております。
　　　　　　　　　　　　2000年9月4日
白鴎大学経営学部論集委員会委員長　柳川高行
